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１ 札幌市子ども・子育て支援事業計画について 

  子ども・子育て支援法に基づき、市町村は、５か年を一期とする「子ども・子

育て支援事業計画」（以下、「事業計画」という。）を定め、子ども・子育て支援

施策を計画的に提供することとされています。 

事業計画では、「教育・保育」と「地域子ども・子育て支援事業」について、

計画期間中の各年度における「量の見込み」（利用に関するニーズ量）と、「確保

方策」（提供体制の確保の内容及びその実施時期）を定めることとなっているこ

とから、令和５年度（令和６年４月時点）における札幌市の事業計画の需給状況

について報告いたします。 

 

２ 「量の見込み」について 

  「量の見込み」とは、特定の保育サービスがどれだけ必要とされているかに関

する見込みのことですが、札幌市では次の表に記載の考え方に基づき見込むこと

としています。 

 

 

３ 提供体制（供給量）について 

  「提供体制（供給量）」とは、特定の保育サービスが施設・事業者により提供

される見込みの量のことをいいます。その確保にあたっては、就学前の子どもが

減少していく見込みであることや、新規整備を必要最小限に留める観点及び、よ

り質の高い保育サービスの提供が期待できることを踏まえ、既に事業を実施して

いる事業者の活用を最優先とします。 
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４ 「教育・保育」の需給状況 

 ⑴ 保育（２号（うち教育利用希望強い場合を除く）、３号）における需給状況 

①  ニーズ量 

計画値 実績値 差（実績値-計画値） 

２号 ３号 計 ２号 ３号 計 ２号 ３号 計 

A B C=A+B D E F=D+E G=D-A H=E-B I=F-C 

18,085 15,982 34,067 14,549 15,388 29,937 -3,536 -594 -4,130 

 
 
→（進捗状況）計画値（潜在需要も含めたニーズ量の推計値）が実績値を上回ってい

ます。 
→（要 因）計画値は、今後保育所等を利用したいという潜在需要も含めたニーズ

量となっているためです。 
 
 

②  供給量 

 
→（進捗状況）実績値が計画値を下回っています。 
→（要 因）一部施設における利用定員の引き下げの影響によるものです。 
→（対 策）今後の保育ニーズを踏まえ、既存施設の活用等により必要な供給量の

確保に努めます。 
 
 
 
  

計画値 実績値 差（実績値-計画値） 

２号 ３号 計 ２号 ３号 計 ２号 ３号 計 

a b c=a+b d e f=d+e g=d-a h=e-b i=f-c 

16,818 17,835 34,653 16,505 17,383 33,888 -313 -452 -765 

（単位：人） 

※新制度に基づく保育の認定区分 

１号・・・教育を希望する３～５歳児 

２号・・・保育の必要がある３～５歳児 

３号・・・保育の必要がある０～２歳児 

（単位：人） 
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⑵ 教育（１号、及び２号のうち教育利用希望強い場合）における需給状況 

①  ニーズ量 

※1：学校教育利用希望が強い場合のみ。 

※2：認定こども園の入所児童数。 

 
→（進捗状況）２号の実績値が計画値を下回っている一方、１号の実績値が計画値を

上回っています。 
→（要 因）２号教育のニーズが幼稚園（１号）の利用により代替されていること

が要因として考えられます。 
 
② 供給量 

計画値 実績値 差（実績値-計画値） 

１号 ２号（※１） 計 １号 ２号（※１） 計 １号 ２号 計 

j k l=j+k m n o=m+n p=m-j q=n-k r=o-l 

24,787 8,196 32,983 24,093 8,985 33,078 -694 789 95 

 

※1：学校教育利用希望が強い場合のみ。 

※2：認定こども園の入所児童数。 

 
→（進捗状況）１号の実績値が計画値を下回っています。 
→（要 因）一部施設における利用定員の引き下げの影響によるものです。 
 
 ⑶ 評価 

   教育・保育に関する需給計画については、一部施設における利用定員の引き

下げの影響はあるものの、既存幼稚園の認定こども園への移行等の受け入れ枠

確保に努めたことにより、ニーズ量を上回る供給量を確保することができてい

ます。 
   今後も、ニーズ量を適切に把握し、既存の施設を活用することなどにより、

必要な供給量の確保に努めてまいります。 
 
 

 
 
 
 
 

計画値 実績値 差（実績値-計画値） 

１号 ２号（※１） 計 １号 ２号（※２） 計 １号 ２号 計 

J K L=J+K M N O=M+N P=M-J Q=N-K R=O-L 

12,561 5,385 17,946 16,881 3,804 20,685 4,320 -1,581 2,739 

（単位：人） 

（単位：人） 
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５ 「地域子ども・子育て支援事業」の需給状況等 

⑴ 第４次さっぽろ子ども未来プランに掲載されている事業の需給状況 

①  ニーズ量 
 
 
  

（※１）第４次さっぽろ子ども未来プランの事業名（一部表現を簡素化） 

（※２）ア）計画値（A）が、全ての潜在ニーズに対応できるよう当該事業を毎日利用する等の前提で構

築されており、実際の利用形態（毎日ではなく隔日や不定期での利用等）より多く見積も

られているもの。 

    イ）ニーズ調査によらず市の推計により計画値（A）を算定しているが、この値に関わらず実際

の利用希望者（実績値（B））は全て利用できる事業 

    ウ）利用希望者は全て利用できている事業 

    エ）計画値（A）より実績値（B）が上回ったものの、利用者希望者は全て利用できている事業 

 

計画値 実績値 実績-計画

A B C＝B-A

1 利用者支援事業 カ所 30 30 0

2 時間外保育事業 人 17,739 16,502 -1,237 ウ参照

3
放課後児童健全育成事業
（児童クラブ、民間児童育成会）

人 20,759 23,098 2,339 ウ参照

4
子育て短期支援事業
（ショートステイ）

人日 1,358 990 -368 ウ参照

5
地域子育て支援拠点事業
（常設の子育てサロン）

人回 36,702 24,083 -12,619 ウ参照

6
一時預かり事業
（幼稚園の在園児対象）

人日 1,035,636 1,059,919 24,283 ウ参照

一時預かり事業
（幼稚園実施分を除く）

人日 59,690 ア参照

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応を除く）

人日 3,976 ア、ウ参照

病児保育事業 人日 1,833 ア参照

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応強化）

人日 392 ア、ウ参照

9
子育て援助活動支援事業
（就学後）

人日 1,596 1,169 -427 ウ参照

10 乳児家庭全戸訪問事業 人 12,076 10,260 -1,816 ウ参照

11 養育支援訪問事業等 人 5,311 7,147 1,836 イ参照

12 妊婦一般健康診査事業 人回 180,298 121,730 -58,568 イ参照

7 140,502 -76,836

8 36,768 -34,543

単位
Cの説明

（※２）
№ 事業名（※１）
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②  供給量 
 

 

 
  

（※１）第４次さっぽろ子ども未来プランの事業名（一部表現を簡素化） 

（※２）オ）実績値（E）＜計画値（D）だが、ニーズ量実績（B）を上回る供給量（E）が確保で

きている事業。今後も体制整備に努める。 
    カ）実績値（E）≧計画値（D）であり、ニーズ量実績（B）も上回っていることから、十

分に供給量が確保されている。 
    キ）ニーズ量の値に合わせて供給量を確保するもので、計画値・実績値ともニーズ量と同

じ値にしている。 
  

 

計画値 実績値 実績-計画
供給実績

　-ニーズ実績

D E F＝E-D Ｇ＝Ｅ-Ｂ

1 利用者支援事業 カ所 30 30 0 0

2 時間外保育事業 人 36,909 35,172 -1,737 オ参照 18,670

3
放課後児童健全育成事業
（児童クラブ、民間児童育成会）

人 23,545 28,379 4,834 カ参照 5,281

4
子育て短期支援事業
（ショートステイ）

人日 3,988 3,988 0 カ参照 2,998

5
地域子育て支援拠点事業
（常設の子育てサロン）

人回 51,083 44,521 -6,562 オ参照 20,438

6
一時預かり事業
（幼稚園の在園児対象）

人日 1,192,256 1,988,605 796,349 カ参照 928,686

一時預かり事業
（幼稚園実施分を除く）

人日 447,311 653,571 206,260 カ参照 593,881

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応を除く）

人日 24,614 13,592 -11,022 オ参照 9,616

病児保育事業 人日 9,312 8,204 -1,108 オ参照 6,371

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応強化）

人日 28,709 26,764 -1,945 オ参照 26,372

9
子育て援助活動支援事業
（就学後）

人日 13,505 3,048 -10,457 オ参照 1,879

10 乳児家庭全戸訪問事業 人 12,076 10,260 -1,816 キ参照 0

11 養育支援訪問事業等 人 5,311 7,147 1,836 キ参照 0

12 妊婦一般健康診査事業 人回 180,298 121,730 -58,568 キ参照 0

8

№ 事業名（※１） 単位
Fの説明

（※２）

7
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③ 供給実績とニーズ実績の計画値との差について（補足説明） 
  ア 放課後児童健全育成事業 

ニーズ量の実績値が計画値を上回った要因として、共働き世帯の増加に

より、利用希望を持つ世帯が増えたことによると考えられます。これに対し、

供給量の実績値が計画値を上回った要因として、学校に対して放課後の余裕

教室の活用を依頼した結果、多くの学校から余裕教室の活用協力を得られた

ことによります。 
 

  イ 地域子育て支援拠点事業 
    ニーズ量の実績値が計画値を下回った要因として、新型コロナウイルス感

染症対策としてのサロンの利用人数等の制限は緩和傾向にあったものの、外

出や交流を控える世帯が多かったものと考えられます。 
    供給量の実績値が計画値を下回った要因として、札幌市子育て支援総合セ

ンターの閉館とちあふる・ちゅうおうの開館に伴い、供給量（定員数）が減

少したことによります。 
 
  ウ 一時預かり事業 
   (ｱ) 幼稚園の在園児対象 
     ニーズ量の実績値が計画値を上回った要因として、保護者が一時預かり

事業の利用を希望する日数が、計画時よりも増加していることなどが考え

られます。  
供給量の実績値が計画値を上回った要因として、幼稚園の在園児を対象

とした一時預かり事業を実施した園が増加したことによります。 
また、本事業は、在園児向けのサービスであり、希望者全員が利用でき

る想定で実施しているため、供給実績値とニーズ実績値が大きく乖離して

います。 
   (ｲ) 幼稚園実施分を除く 
     ニーズ量の実績値が計画値を下回った要因として、子どもを預けたい理

由が発生しなかった等が多くあったと推測しています。 
     供給量の実績値が計画値を上回った要因として、待機児童対策による保

育所等の施設整備が進んだことに伴い、一時預かり実施施設も増加したこ

とによります。 
  

エ 病児保育事業・子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業） 
    ニーズ量の実績値が計画値を下回った要因として、計画値では、利用を要

する状況にある方を元に算出しているのに対し、実数値は、実際に病気にか

かって行政サービスを利用した人数、又は利用できなかった人数となってい

ることによります。 
病児保育事業供給量の実績値が計画値を下回った要因として、計画値で

は、令和５年度末までに８施設を見込んでの計算となっていましたが、実数

値は実際に開所している７施設での計算であることによります。 
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 ⑵ 量の見込み等の作成対象外となっている事業について 

   下記の２事業については、量の見込み等を作成する事業の対象外となってい

ますが、本市で事業を行っているため、実施状況について報告します。 
 

① 実費徴収に係る補足給付を行う事業 
（事業内容） 
低所得者世帯等の副食材料費（私学助成幼稚園のみ）及び生活保護世帯等に

係る文房具等の購入・遠足等の行事参加費等（１～３号）に関して、保護者

が支払うべき実費徴収額に係る費用の一部を補助するもの。 

（実施状況） 
Ｒ５年度実績：24,277 千円 

 

ア 教材費補助            （人） 

 私立 公立 

保育所 １９３ ２０ 

認定こども園 ３２５ ０ 

幼稚園 ６１ ９ 

地域型保育事業所 ４２ ０ 

 

イ 私学助成幼稚園 副食費補助 

669 人 

 

 

 

② 多様な主体が子ども・子育て支援新制度に参入することを促進するため 
の事業 

（事業内容） 
新たに参入する教育・保育施設等の事業者に対して、事業開始後、事業運営

が軌道に乗るまでの間、保護者や地域住民との良好な関係構築や、当該施設

を利用する児童への対応等に関する実地支援、相談・助言等を行うもの 

（実施状況） 
 令和５年度の新規参入施設９件に対し、当該事業に基づく支援を実施 

 

 令和５年度実施施設 

保育所 ３施設 

幼保連携型認定こども園 ６施設 

計 ９施設 
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⑶ 評価 

地域子ども・子育て支援事業については、それぞれの事業でニーズ量の実績

を上回る供給量を確保することができましたが、令和５年度においても新型コ

ロナウイルス感染症等の理由から、利用を控える世帯があったことがニーズ量

の実数値には影響しているものと認識しています。 

令和６年度については、ニーズの回復が見込まれることから、引き続き、必

要な供給量を確保しながら各事業を実施するとともに積極的な情報発信をす

るなど、子育ての負担や不安が軽減できる取組に努めていきます。 

 

 


